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全議案を承認可決
関税政は、平成30年６月13日午後２時30分か
ら、ザ・キャピトルホテル東急（千代田区）に
おいて第52回定期大会を開催した。
当日は代議員250人中215人（委任状出席94人）
が出席し、坂場信夫副幹事長・小池英之副幹事
長が司会となり大会が進められた。
髙野善生副会長から開会の辞があり、来賓の
紹介の後、井部俊一会長から先の衆議院議員選
挙の結果や後援会の状況、そして今後の陳情の
内容などが報告され、６委員会が活発な活動を
行っており、これが関税政活動の活性化につな
がるとのあいさつ（４頁に掲載）があった。続

いて江本英仁関東信越税理士会会長からあいさ
つがあった。
議長には若山実副会長、副議長には高橋潔副
会長が選出され、議長は議事録署名人を指名し
て議事に入った。
第１号から第６号議案を渡邉輝男幹事長ほか
担当の副幹事長が議案説明し、全議案は可決承
認された。
議事終了後、各県税政連の幹事長を務める代
議員６人が指名され、大会決議文の力強い朗読
が行われた。
続く祝賀において、瀧浪貫治日本税理士政治
連盟副会長・東京地方税理士政治連盟会長、渡

関東信越税理士政治連盟

第52回　定期大会を開催

あいさつをする江本関東信越会会長 若山議長（左）、高橋副議長（右）
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邉文雄東京税理士政治連盟会長、藤森強千葉県
税理士政治連盟会長から祝辞が述べられた。

その後、山本一
いち

太
た

参議院議員から国政報告が
あり、祝電披露の後、大川芳宏副会長の閉会の
辞で午後４時55分大会が終了した。

その後の懇親会では、多くの国会議員が出席
し交流や意見交換が行われ、和やかな雰囲気の
うちに午後６時30分全日程が終了した。

今大会で上程された議案
第１号議案　平成29年度運動経過及び組織活動

の承認を求める件
第２号議案　平成29年度収支決算の承認を求め

る件（監査報告）
第３号議案　平成30年度運動方針の議決を求め

る件
第４号議案　平成30年度組織活動方針の議決を

求める件
第５号議案　平成30年度収支予算の議決を求め

る件
第６号議案　大会決議の議決を求める件
※第52回定期大会の議案書は関税政ホーム

ページに全文掲載されています。
アドレス【http://www.kanzeisei.jp/】です。

祝辞・瀧浪日税政副会長

髙野副会長 開会の辞 議案説明をする渡邉幹事長

大川副会長 閉会の辞

祝辞・渡邉東税政会長 祝辞・藤森千葉県税政会長

大会決議文を力強く朗読する各県税政連幹事長

大　会　決　議
一、われわれは、税理士制度の発展と納税者のための真の代表を国会に送るため強力な運動を展

開する。
二、 われわれは、納税者に信頼される税理士制度の発展と改正税理士法の定着に向け強力な運動

を展開する。
三、われわれは、公正な税制の確立及び税務行政改善のため強力な運動を展開する。
四、われわれは、税制改正に際し、中小企業に過重な負担をもたらすことのないよう強力な運動

を展開する。
五、われわれは、規制改革の動向を注視し、税理士会の強制入会制と税理士業務の無償独占堅持

のため強力な運動を展開する。
六、われわれは、税理士の業務に重大な影響を及ぼす動向に対して強力な運動を展開する。

茨税政
坂場幹事長

栃税政
小池幹事長

群税政
入沢幹事長

埼税政
秋山幹事長

新税政
古川幹事長

長税政
横沢幹事長
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関東信越税理士政治連盟

　会　長　井　部　俊　一　

６２支局すべてに後援会設立を望む

皆さんこんにちは！本日は、お忙しい中、関
東信越６県下から多くの代議員の皆様にご出席
いただき誠にありがとうございます。また、ご
来賓として只今ご紹介させていただきましたが、
日本税理士政治連盟の小島会長の代理として副
会長の瀧浪貫治様をはじめ多くの皆様にご出席
いただきました。誠にありがとうございます。
今年は、２年に一度の東京での開催となります。

定期大会時の国政報告は群馬県選出の参議院議
員山本一

いち
太
た
先生にお願いいたしました。また懇親

会には多くの国会議員の方々がお見えになる予定
ですのでご期待いただきたいと思います。
皆様におかれましては、のちほど具体的に報
告させていただきますが、この一年間、関税政
の会務にご理解・ご協力をいただき誠にありが
とうございました。
特に、昨年10月に行われました第48回衆議院
議員総選挙におきましては、関税政では39人を
推薦し、結果として32人が当選となりました。
年内解散のうわさはあったものの急な解散選挙
となり、税理士による後援会はじめ、会員の皆
様から多大なご協力いただき、誠にありがとう
ございました。心から感謝申し上げます。
次に税理士による後援会の件ですが、現在、
関税政では37の現職国会議員の後援会がありま
す。ただ後援会のない支局もあります。出来れ
ば関東信越62支局（43選挙区）すべてに後援会
がある状態にしたいと思っています。
一般会員の皆さんが改めて政治活動を行うと
いうと、若干の抵抗感があります。後援会活動
の参加こそ、一般会員が行う政治活動の第一歩
であります。積極的な後援会活動を行い、より
多くの会員にその活動に参加いただくことによ
り、税政連への理解も深まるものと確信いたし
ます。それが、組織率の向上に繋がればと思い
ます。なお、関税政ではこの後援会活動活性化
のために助成金制度を設けてバックアップをし

ているところであります。
本年度に入りまして、４月に群馬県税政で笹
川博義後援会、５月に新潟県税政で塚田一郎後
援会が設立しております。後援会のない支局の
皆さん，是非手をあげてください。役員（関税
政）がご支援いたします。よろしくお願いいた
します。
次に税制改正についてでありますが、本年４
月１日に施行された平成30年度税制改正におい
ては、「事業承継税制の特例の創設」が大きな
柱となっております。具体的には平成35年（2023
年）３月31日までに「特例承継計画」を提出し、
平成39年（2027年）12月31日までに贈与等を行
うということであります。全事業者の約３割が
後継者が未定であるという現実に、税理士とし
てしっかりと対応しなければと思っております。
なお、これについては日税政で発行しています
会報「日本税政連」の６月１日号で、長野県選
出の後藤茂之衆議院議員と関税政副会長であり
長野県税政連の会長である百瀬会員と税理士に
よる後藤茂之後援会の五味公一会長との対談が
掲載されていますので是非ご一読ください。
新たな税制改正としては償却資産税の申告時

期の問題が候補にあげられております。期限を
１月末ではなく法人の申告期限に合わせるという
案であります。今後注目いただきたいと思います。
さて、関税政には６つの委員会があり、役員
はいずれかの委員会に属しています。役員一人
一人が、自分の属する委員会は何をすべきかを
考え行動し、活発な活動を行ってまいります。
結果としてそれが関税政活動の活性化に繋がる
ものと確信いたします。皆様の変わらぬご支援・
ご協力を重ねてお願いいたします。
結びに、本日ご出席いただいた皆様の、ご繁
栄、ご健勝、ご多幸を祈念いたしまして、私の
あいさつといたします。
本日はよろしくお願いいたします。
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日本税理士政治連盟

　会　長  小　島　忠　男　氏　

祝　辞

本日は、関東信越税理士政治連盟の第52回定
期大会が、盛大に開催されますことを心からお
慶び申し上げます。また、日ごろから日本税理
士政治連盟の会務運営に対し、格別のご高配を
賜り深謝申し上げます。
まず、昨年10月22日に行われた第48回衆議院
議員総選挙についてであります。関東信越税理
士政治連盟におかれては、井部会長、渡邉幹事
長が先頭となり積極的に対応され、全国で248
名の推薦候補者の当選という大きな成果を収め
ることができました。この場をお借りして御礼
を申し上げます。
2019年の７月には、第25回参議院議員通常選
挙が行われます。国政選挙への対応は、税政連
にとって最も重要な活動であり、本連盟は全国
統一の運動方針を確立のうえ、全国の税政連の
皆様の力を結集し全力でこれに取り組むことと
なります。関東信越税理士政治連盟におかれて
も、より一層のご理解とご協力を賜りますよう、
改めてお願い申し上げます。
さて、このほかの本連盟の諸課題についても、
所信の一端をご報告させていただきます。
まず、税制改正への対応について申し上げます。
４月１日に施行された平成30年度税制改正に
おいては、事業承継税制など、多くの税政連の
要望が実現いたしましたが、平成31年度税制改
正に向けた対応がすでに開始されております。日
税連は、平成31年度税制改正に関する建議書を
６月28日の理事会において機関決定いたします。
本連盟は、日税連と連携して、消費税や中小
企業税制に係る要望実現に向け、積極的に対応
いたします。特に消費税については、2019年10
月、税率10％引き上げに伴う複数税率の導入が
予定されています。中小企業に過重な負担をも
たらすこととなる複数税率の導入に対し、最後
まで税政連としての要望を訴え続けます。
次に、税理士法改正について申し上げます。
日税連は、次なる税理士法改正に向けた検討
を開始しており、本連盟は、日税連と連携して、

次世代にとって魅力のある、そして、国民・納
税者により一層信頼される税理士制度とするた
め、積極的に対応いたします。
なお、本連盟が数年にわたり取り組んできた
政策担当秘書に関する要望が実現の運びとなり
ました。近年、税理士は税理士法以外の多くの
法律において有資格者として規定されています。
例えば、地方自治法に外部監査人の有資格者と
して、会社法に会計参与の有資格者として、政
治資金規正法に登録政治資金監査人の有資格者
として、税理士は、公認会計士あるいは弁護士
と並んで規定されることが時代の流れとなって
おり、今回の要望実現により、国会法に基づく
政策担当秘書制度においても、税理士が専門家
として規定されることとなりました。この要望
の実現は、ひとえに関東信越税政連をはじめ全
国の税政連の皆様のご尽力によるものであり、
この場をお借りして重ねて御礼申し上げます。
さて、税政連の意義と役割がより重要になる
中、都市部を中心とする政治離れが進んでおり、
税政連組織の強化や後援会活動の活性化の推進
が喫緊の課題となっております。
税理士政治連盟の目的は、税理士会の要望を
実現することにあります。税政連活動の成果は
すべての税理士会会員が等しく享受するのです。
現在、本連盟は、日税連との連携をより一層明
確にし、同時に税政連のさらなる財政健全化に
資する組織改革に向けて、規約等の改正を検討
しております。
すべての税理士が税政連の活動にご理解いた
だき、誇りと使命感を持って活動に参加してい
ただけるよう、本連盟は単位税政連の皆様と英
知を結集して取り組んでまいります。今後も、
会員の皆様には、税理士政治連盟の活動に対し
て、より一層のご理解とご協力をお願い申し上
げますとともに、本日ご参会の皆様のご健勝と
貴連盟の益々のご発展を切にお祈りいたしまし
て、祝辞といたします。

代読
同副会長　瀧浪　貫治　氏
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　＜衆議院＞　　
　議員名 選挙区 政　党
田所　嘉德 茨城１区 自由民主党
額賀福志郎 茨城２区 自由民主党
葉梨　康弘 茨城３区 自由民主党
梶山　弘志 茨城４区 自由民主党
石川　昭政 茨城５区 自由民主党
国光あやの 茨城６区 自由民主党
永岡　桂子 比例北関東 自由民主党
石井　啓一 比例北関東 公　明　党
神田　　裕 比例北関東 自由民主党
青山　大人 比例北関東 国民民主党
浅野　　哲 比例北関東 国民民主党
船田　　元 栃木１区 自由民主党
福田　昭夫 栃木２区 立憲民主党
簗　　和生 栃木３区 自由民主党
佐藤　　勉 栃木４区 自由民主党
茂木　敏充 栃木５区 自由民主党
佐藤　明男 比例北関東 自由民主党
尾身　朝子 群馬１区 自由民主党
井野　俊郎 群馬２区 自由民主党
笹川　博義 群馬３区 自由民主党
福田　達夫 群馬４区 自由民主党
小渕　優子 群馬５区 自由民主党
中曽根康隆 比例北関東 自由民主党
長谷川嘉一 比例北関東 立憲民主党
堀越　啓仁 比例北関東 立憲民主党
上野　宏史 比例南関東 自由民主党
村井　英樹 埼玉１区 自由民主党
新藤　義孝 埼玉２区 自由民主党
黄川田仁志 埼玉３区 自由民主党
穂坂　　泰 埼玉４区 自由民主党
枝野　幸男 埼玉５区 立憲民主党
大島　　敦 埼玉６区 国民民主党
神山　佐市 埼玉７区 自由民主党
柴山　昌彦 埼玉８区 自由民主党
大塚　　拓 埼玉９区 自由民主党
山口　泰明 埼玉10区 自由民主党
小泉　龍司 埼玉11区 自由民主党
野中　　厚 埼玉12区 自由民主党
土屋　品子 埼玉13区 自由民主党
三ツ林裕巳 埼玉14区 自由民主党
田中　良生 埼玉15区 自由民主党
中根　一幸 比例北関東 自由民主党
百武　公親 比例北関東 自由民主党
牧原　秀樹 比例北関東 自由民主党
小宮山泰子 比例北関東 国民民主党
山川百合子 比例北関東 立憲民主党
髙木錬太郎 比例北関東 立憲民主党
森田　俊和 比例北関東 国民民主党
岡本　三成 比例北関東 公　明　党
西村智奈美 新潟１区 立憲民主党
鷲尾英一郎 新潟２区 無　所　属
黒岩　宇洋 新潟３区 無　所　属
菊田真紀子 新潟４区 無　所　属
泉田　裕彦 新潟５区 自由民主党
髙鳥　修一 新潟６区 自由民主党
細田　健一 比例北陸信越 自由民主党
斎藤　洋明 比例北陸信越 自由民主党

石﨑　　徹 比例北陸信越 自由民主党
務台　俊介 比例北陸信越 自由民主党
後藤　茂之 長野４区 自由民主党
宮下　一郎 長野５区 自由民主党

　＜参議院＞　　
　議員名 選挙区 　政　党
岡田　　広 茨城選挙区 自由民主党
郡司　　彰 茨城選挙区 無　所　属
上月　良祐 茨城選挙区 自由民主党
藤田　幸久 茨城選挙区 国民民主党
石井　　章 比例代表 維 新 の 会
上野　通子 栃木選挙区 自由民主党
高橋　克法 栃木選挙区 自由民主党
中曽根弘文 群馬選挙区 自由民主党
山本　一太 群馬選挙区 自由民主党
関口　昌一 埼玉選挙区 自由民主党
西田　実仁 埼玉選挙区 公　明　党
大野　元裕 埼玉選挙区 国民民主党
古川　俊治 埼玉選挙区 自由民主党
矢倉　克夫 埼玉選挙区 公　明　党
行田　邦子 埼玉選挙区 希 望 の 党
片山さつき 比例代表 自由民主党
若松　謙維 比例代表 公　明　党
塚田　一郎 新潟選挙区 自由民主党
風間　直樹 新潟選挙区 立憲民主党
森　ゆうこ 新潟選挙区 自　由　党
水落　敏栄 比例代表 自由民主党
吉田　博美 長野選挙区 自由民主党
羽田雄一郎 長野選挙区 国民民主党

◆太字は本人出席
◆早く帰られた議員の方の写真は掲載できませ

んでした。

＜関連団体・組織＞
日本税理士政治連盟　　　副会長　瀧浪　貫治
東京税理士政治連盟　　　会　長　渡邉　文雄
東京税理士政治連盟　　　幹事長　吉川　裕一
東京地方税理士政治連盟　会　長　瀧浪　貫治
千葉県税理士政治連盟　　会　長　藤森　　強
千葉県税理士政治連盟　　幹事長　江波戸秀記
関東信越税理士会　　　　会　長　江本　英仁
関東信越税理士協同組合連合会
　　　　　　　　　　　　理事長　𠮷𠮷村　　𠮷
関東信越税理士国民健康保険組合
　　　　　　　　　　　　理事長　和久井　工

 ご 来 賓 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（敬称略・順不同）

大会来賓
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 出席国会議員　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（敬称略・順不同）

大島敦衆議院議員

上野宏史衆議院議員

尾身朝子衆議院議員

永岡桂子衆議院議員

枝野幸男衆議院議員

長谷川嘉一衆議院議員

福田昭夫衆議院議員

石川昭政衆議院議員

穂坂泰衆議院議員

中曽根康隆衆議院議員

浅野哲衆議院議員

田所嘉德衆議院議員

黄川田仁志衆議院議員

井野俊郎衆議院議員

青山大人衆議院議員

山本一太参議院議員
国政報告
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羽田雄一郎参議院議員塚田一郎参議院議員片山さつき参議院議員行田邦子参議院議員

矢倉克夫参議院議員西田実仁参議院議員高橋克法参議院議員宮下一郎衆議院議員

後藤茂之衆議院議員務台俊介衆議院議員斎藤洋明衆議院議員小宮山泰子衆議院議員

三ツ林裕巳衆議院議員土屋品子衆議院議員柴山昌彦衆議院議員神山佐市衆議院議員
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　懇 親 会 ス ナ ッ プ

宮下一郎衆議院議員

福田昭夫衆議院議員（左）、高橋克法参議院議員

岡田広参議院議員（左）、青山大人衆議院議員

後藤茂之衆議院議員

枝野幸男衆議院議員

関口昌一参議院議員（左）、三ツ林裕巳衆議院議員

髙鳥修一衆議院議員

大島敦衆議院議員（左）、小宮山泰子衆議院議員



（10） 第39号 関　　　　税　　　　政 平成30年 9 月 15 日発行

江波戸秀記千葉県税政幹事長吉川裕一東税政幹事長

矢倉克夫参議院議員（左）、柴山昌彦衆議院議員穂坂泰衆議院議員

行田邦子参議院議員尾身朝子衆議院議員（左）、上野宏史衆議院議員

長谷川嘉一衆議院議員中曽根康隆衆議院議員
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国会議員政策担当秘書選考採用審査認定を受け
ることができる者に税理士が加えられました

関東信越税理士政治連盟　　
幹事長　渡　邉　輝　男

「国会議員政策担当秘書選考採用審査認定を
受けることができる者に税理士を加えること」
という要望に関する陳情は、平成28年２月から
始められ、平成30年７月13日に衆議院の議院運
営委員会、同月19日に参議院の議院運営委員会
において承認されました。約２年６か月にわた
る長い陳情期間でした。長期間になった理由
は、議院運営委員会は毎年９月頃に委員会のメ
ンバーの入替えがあります。従って、通常国会
の閉会までに衆参の両委員会において承認され

なければ、陳情の仕切り直しとなるためでした。
この度は、全国の税政連の役員の皆さま及び各
党の税理士議連の会長、幹事長の皆さまのお力
を借り、なんとか、承認の運びとなりました。
あろがとうございます。
改正内容については次のとおりで、「国会議
員の政策担当秘書資格試験等実施規程」の第19
条に新たに二号を付け加えられました。なお、
30年９月１日から施行となります。
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❖ 消費税における単一税率及び請求書等保存方式の維持

❶ 単一税率の維持 
　軽減税率（複数税率）制度は、区分経理等により事業者の事務負担が増加すること、逆進性対策として非効率で
あること、財政が毀損し社会保障給付の抑制が必要となること等の理由により、従来、単一税率制度の維持を
強く主張している。低所得者への逆進性対策としては、例えば、あらかじめ国が一定額を入金したプリペイド
カードを配付する方法や、一定額の簡素な給付措置などによる消費支出の負担軽減策等を検討すべきである。

❷ 請求書等保存方式の維持 
　平成35年10月に導入予定の区分経理等のための適格請求書等保存方式（いわゆるインボイス方式）への
移行は、事業者及び税務官公署の事務に多大な影響を与えることから、行政手続コスト削減の方向性に逆行
することのないように配慮又は見直しをする必要がある。この点については、例えば、請求書等に一定の記載事項を
追加することにより、区分経理等は十分可能である。

❸ 消費税のあり方についての抜本的な見直し 
　事業者の負担と徴税コスト等を考慮し、仕入税額控除方式（インボイス方式を含む。）及び免税点制度等の
見直しを含めた消費税のあり方について抜本的に再検討すべきである。特に、免税事業者が適格請求書等を
発行できないことに伴い、不当な値下げ要求等により経営状態が圧迫されることのないよう対策を講じなければ
ならない。

❖ 所得計算上の控除から基礎的な人的控除へのシフトと基礎的な人的控除のあり方  

❶ 所得計算上の控除から基礎的な人的控除へのシフト  
　基礎的な人的控除（基礎控除、配偶者控除、配偶者特別控除及び扶養控除）は、憲法第25条が定める
生存権の保障を目的としたものと解されており、健康で文化的な最低限度の生活を維持するために侵害しては
ならない課税最低限を構成するものである。したがって、このような性質を有する課税最低限は、財政事情を考慮
しつつ、生活保護の水準に合わせていくことが望ましい。その際、給与所得控除及び公的年金等控除の水準が
過大であることや、こうした所得計算上の控除が適用されない事業所得等とのバランスも踏まえ、所得計算上の
控除を縮減した上で、基礎的な人的控除を中心として課税最低限を確保することが適切である。

 ❷ 基礎的な人的控除のあり方 
　最低限度の生活を維持するのに必要な部分は担税力を持たないとする最低生活費不課税の観点から、基礎
的な人的控除については、その額を引き上げた上で、所得控除方式を維持すべきである。その際、課税最低限を
構成する基礎控除を逓減・消失させることについては、憲法の要請も踏まえ慎重な検討が必要である。 
　なお、その他の人的控除項目については、整理合理化を図りつつ、可能な範囲で税額控除化すれば、所得
再分配機能が低下していることや高所得者の負担軽減額が大きくなるという問題は相当程度解消することとなる。 

❖ 償却資産に係る固定資産税制度の抜本的見直し 

　償却資産課税について、（一財）資産評価システム研究センターの「償却資産課税のあり方に関する調査研究
－申告制度の簡素化・効率化に向けた制度設計について－」（2018年３月）において、現行の賦課期日（１月１日）
はそのままとし、申告期限については、現行制度（１月31日）と電子申告（eLTAX)に限り法人税の申告期限と一致
させる新方式との選択制にするとの方向性が示された。事業者の事務負担軽減、市町村の課税事務効率化
及び電子申告率の向上に伴う実務の簡素化・効率化の観点から評価できるものであり、まずは、これを早期に
実現すべきである。 
　また、当面の課題として、下記の項目についても検討する必要がある。 
● 中小企業の設備投資促進と事務負担軽減のため、免税点を現行150万円から倍額程度まで引き上げる。 
● 租税特別措置法により費用化が認められる30万円未満の少額資産は、償却資産課税の対象から除外する。

日本税理士会連合会 
日本税理士政治連盟

最重要建議・要望項目

個別要望項目

税制改正に関する重要建議・要望項目

所 得 税
1 寡婦（寡夫）控除を見直し、年少扶養控除を復活させること。（建議・要望項目１⑵⑶）  
2 業務用不動産の譲渡損失について、損益通算及び翌期以降の繰越しを認めること。（建議・要望項目２） 
3 「事業に専従する親族がある場合の必要経費の特例等」の対象を拡大し、事業に係る適正対価の必要経費算入を認めること。
（建議・要望項目３）  
 
中 小 法 人 税 制  
4 繰越欠損金の100％控除制度を維持すること。（建議・要望項目４） 
5 中小企業投資促進税制等及び研究開発税制を見直すこと。（建議・要望項目７）  
 
法 人 税  
6 確定決算主義を尊重し、役員給与の損金算入規定等を見直すこと。（建議・要望項目10） 
7 少額減価償却資産の取得価額基準を引き上げること。（建議・要望項目11） 
 
消 費 税  
8 基準期間制度を廃止し、すべての事業者を課税事業者として取り扱い、新たに小規模事業者に対する申告不要制度を創設するこ
と。（建議・要望項目14） 

9 非課税取引の範囲から、社会政策的な配慮に基づき非課税とされる取引を除外し、課税取引として課税標準の計算や仕入税額控
除の計算を行うこと。（建議・要望項目15） 

10 簡易課税制度のみなし仕入率を引き下げ、設備投資に対する別枠での控除を認めること。（建議・要望項目16） 
 
相 続 税・贈 与 税  
11 取引相場のない株式等の評価の適正化を図ること。（建議・要望項目18） 
12 相続税・贈与税の連帯納付義務を廃止すること。（建議・要望項目20） 
 
納 税 環 境 整 備・そ の 他  
13 個人番号の利便性を向上させた上で、個人事業者番号の導入について検討すること。（建議・要望項目23） 
14 税務手続の電子化をさらに推進するための課題を分析・検討し、制度及びシステムの両面で環境整備を行うこと。（建議・要望項目24） 
　 ⑴各税法における電子申告の位置付けの見直し ⑵システム面の対応 ⑶電子帳簿等保存制度の普及
　 ⑷マイナポータルとe-Tax・eLTAXの連携 ⑸地方税法におけるシステム障害への対応 ⑹税理士の署名押印義務の電子化対応 
 
災 害 対 応 税 制
15 災害損失控除を創設すること。（建議・要望項目29）  

平成31年度
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❖ 消費税における単一税率及び請求書等保存方式の維持

❶ 単一税率の維持 
　軽減税率（複数税率）制度は、区分経理等により事業者の事務負担が増加すること、逆進性対策として非効率で
あること、財政が毀損し社会保障給付の抑制が必要となること等の理由により、従来、単一税率制度の維持を
強く主張している。低所得者への逆進性対策としては、例えば、あらかじめ国が一定額を入金したプリペイド
カードを配付する方法や、一定額の簡素な給付措置などによる消費支出の負担軽減策等を検討すべきである。

❷ 請求書等保存方式の維持 
　平成35年10月に導入予定の区分経理等のための適格請求書等保存方式（いわゆるインボイス方式）への
移行は、事業者及び税務官公署の事務に多大な影響を与えることから、行政手続コスト削減の方向性に逆行
することのないように配慮又は見直しをする必要がある。この点については、例えば、請求書等に一定の記載事項を
追加することにより、区分経理等は十分可能である。

❸ 消費税のあり方についての抜本的な見直し 
　事業者の負担と徴税コスト等を考慮し、仕入税額控除方式（インボイス方式を含む。）及び免税点制度等の
見直しを含めた消費税のあり方について抜本的に再検討すべきである。特に、免税事業者が適格請求書等を
発行できないことに伴い、不当な値下げ要求等により経営状態が圧迫されることのないよう対策を講じなければ
ならない。

❖ 所得計算上の控除から基礎的な人的控除へのシフトと基礎的な人的控除のあり方  

❶ 所得計算上の控除から基礎的な人的控除へのシフト  
　基礎的な人的控除（基礎控除、配偶者控除、配偶者特別控除及び扶養控除）は、憲法第25条が定める
生存権の保障を目的としたものと解されており、健康で文化的な最低限度の生活を維持するために侵害しては
ならない課税最低限を構成するものである。したがって、このような性質を有する課税最低限は、財政事情を考慮
しつつ、生活保護の水準に合わせていくことが望ましい。その際、給与所得控除及び公的年金等控除の水準が
過大であることや、こうした所得計算上の控除が適用されない事業所得等とのバランスも踏まえ、所得計算上の
控除を縮減した上で、基礎的な人的控除を中心として課税最低限を確保することが適切である。

 ❷ 基礎的な人的控除のあり方 
　最低限度の生活を維持するのに必要な部分は担税力を持たないとする最低生活費不課税の観点から、基礎
的な人的控除については、その額を引き上げた上で、所得控除方式を維持すべきである。その際、課税最低限を
構成する基礎控除を逓減・消失させることについては、憲法の要請も踏まえ慎重な検討が必要である。 
　なお、その他の人的控除項目については、整理合理化を図りつつ、可能な範囲で税額控除化すれば、所得
再分配機能が低下していることや高所得者の負担軽減額が大きくなるという問題は相当程度解消することとなる。 

❖ 償却資産に係る固定資産税制度の抜本的見直し 

　償却資産課税について、（一財）資産評価システム研究センターの「償却資産課税のあり方に関する調査研究
－申告制度の簡素化・効率化に向けた制度設計について－」（2018年３月）において、現行の賦課期日（１月１日）
はそのままとし、申告期限については、現行制度（１月31日）と電子申告（eLTAX)に限り法人税の申告期限と一致
させる新方式との選択制にするとの方向性が示された。事業者の事務負担軽減、市町村の課税事務効率化
及び電子申告率の向上に伴う実務の簡素化・効率化の観点から評価できるものであり、まずは、これを早期に
実現すべきである。 
　また、当面の課題として、下記の項目についても検討する必要がある。 
● 中小企業の設備投資促進と事務負担軽減のため、免税点を現行150万円から倍額程度まで引き上げる。 
● 租税特別措置法により費用化が認められる30万円未満の少額資産は、償却資産課税の対象から除外する。

日本税理士会連合会 
日本税理士政治連盟

最重要建議・要望項目

個別要望項目

税制改正に関する重要建議・要望項目

所 得 税
1 寡婦（寡夫）控除を見直し、年少扶養控除を復活させること。（建議・要望項目１⑵⑶）  
2 業務用不動産の譲渡損失について、損益通算及び翌期以降の繰越しを認めること。（建議・要望項目２） 
3 「事業に専従する親族がある場合の必要経費の特例等」の対象を拡大し、事業に係る適正対価の必要経費算入を認めること。
（建議・要望項目３）  
 
中 小 法 人 税 制  
4 繰越欠損金の100％控除制度を維持すること。（建議・要望項目４） 
5 中小企業投資促進税制等及び研究開発税制を見直すこと。（建議・要望項目７）  
 
法 人 税  
6 確定決算主義を尊重し、役員給与の損金算入規定等を見直すこと。（建議・要望項目10） 
7 少額減価償却資産の取得価額基準を引き上げること。（建議・要望項目11） 
 
消 費 税  
8 基準期間制度を廃止し、すべての事業者を課税事業者として取り扱い、新たに小規模事業者に対する申告不要制度を創設するこ
と。（建議・要望項目14） 

9 非課税取引の範囲から、社会政策的な配慮に基づき非課税とされる取引を除外し、課税取引として課税標準の計算や仕入税額控
除の計算を行うこと。（建議・要望項目15） 

10 簡易課税制度のみなし仕入率を引き下げ、設備投資に対する別枠での控除を認めること。（建議・要望項目16） 
 
相 続 税・贈 与 税  
11 取引相場のない株式等の評価の適正化を図ること。（建議・要望項目18） 
12 相続税・贈与税の連帯納付義務を廃止すること。（建議・要望項目20） 
 
納 税 環 境 整 備・そ の 他  
13 個人番号の利便性を向上させた上で、個人事業者番号の導入について検討すること。（建議・要望項目23） 
14 税務手続の電子化をさらに推進するための課題を分析・検討し、制度及びシステムの両面で環境整備を行うこと。（建議・要望項目24） 
　 ⑴各税法における電子申告の位置付けの見直し ⑵システム面の対応 ⑶電子帳簿等保存制度の普及
　 ⑷マイナポータルとe-Tax・eLTAXの連携 ⑸地方税法におけるシステム障害への対応 ⑹税理士の署名押印義務の電子化対応 
 
災 害 対 応 税 制
15 災害損失控除を創設すること。（建議・要望項目29）  

平成31年度
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茨城県税理士政治連盟

　　　　　　　　　　幹事長
　坂　場　信　夫

１．第43回定期大会

若山実会長あいさつ

平成30年７月17日午後１時30分から、水戸プ
ラザホテル（水戸市）において、第43回茨城県
税理士政治連盟定期大会が開催された。原口哲
也副幹事長の司会で始まり、根本明人副会長の
開会の言葉、来賓紹介の後、若山実会長からあ
いさつがあった。
議事は田村陽一会員が議長となり、坂場幹事
長と星京一会計幹事が議案説明をし、第１号議
案から第５号議案すべて可決承認された。議事
終了後、来賓の井部俊一関税政会長、坂本和重
茨城県連会長から祝辞をいただいた。
国会議員等からの祝電披露の後、午後２時22
分生井澤基博副会長の閉会の言葉で終了した。
今年も後援会を組織している国会議員を含め
て衆議院議員11人、参議院議員４人、非現職１
人を大会終了後の茨城県連・茨税協・茨税政の
三会主宰の懇親会に招待した。出席者は国会議
員５人（非現職を含む。）、代理の秘書が11人の
総数16人となった。また関税政の井部会長が来
賓として出席された。祝辞は、田所嘉德氏（自
民党衆議院議員）、石川昭政氏（自民党衆議院
議員）、藤田幸久氏（国民民主党参議院議員）、

上月良祐氏（自由党参議院議員）、福島伸享氏（無
所属前衆議院議員）の５人からいただき、代理
出席の秘書は壇上で簡単な自己紹介をしていた
だいた。

２．後援会の活動
６月24日「税理士による梶山弘志後援会」
　　　　　定期総会・国政報告会
７月６日「税理士による岡田広後援会」
　　　　　定期総会・国政報告会
７月９日「税理士による田所嘉德後援会」
　　　　　士德会合同懇談会
７月10日「税理士による福島のぶゆき後援会」
　　　　　定期総会・国政報告会
８月３日「税理士による田所嘉德後援会」
　　　　　定期総会・国政報告会

茨税政としては各後援会の協力を仰ぎ、税理
士会の要望実現のため陳情活動をこれまで以上
に行う方針である。

上月良祐
参議院議員

石川昭政
衆議院議員

田所嘉德
衆議院議員

藤田幸久
参議院議員

福島伸享
前衆議院議員
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栃木県税理士政治連盟

　　　　　　　　　　幹事長
　小　池　英　之

第47回定期大会を開催

大川芳宏会長あいさつ

栃木県税理士政治連盟は、７月13日午後１時
から、宇都宮東武ホテルグランデ（宇都宮市）
において、第47回定期大会を開催した。
藤沼孝幸副幹事長の司会進行により、谷中久
蔵副会長の開会宣言、森島才子副幹事長による
井部俊一関税政会長をはじめとする来賓の紹介
の後、大川芳宏会長のあいさつがあった。
その後、司会から、本大会は定足数（代議員
総数50人中出席者50人）を満たしており、有効
に成立している旨の報告があり、議長に柳川英
一代議員（足利支局）を選任した。
議長は、議事録署名人に篠原偉治代議員（佐
野支局）、大塚次郎代議員（鹿沼支局）の２人
を指名し、議事に入った。
議案は、第１号議案から第６号議案まで上程

され、すべての議案が賛成多数で可決承認された。
議事終了後、大会決議が海老原和弘副幹事長
により力強く読み上げられ、決意を新たにした。
このあと、来賓を代表して井部俊一関税政会
長から祝辞をいただいた。
最後に、岡部記和副幹事長から祝電が披露さ
れ、多久善巳副会長の閉会宣言により、午後１
時55分に大会を閉会した。

採決の様子

群馬県税理士政治連盟

　　　　　　　　　　幹事長
入　沢　紀　行

１．第47回定期大会

井部俊一関税政会長あいさつ

群馬県税理士政治連盟は７月24日、ホテルグラ
ンビュー高崎（高崎市）において代議員94人中83
人の出席（委任状出席を含む）のもと第47回定期
大会を開催した。定期大会は、金井哲夫副会長
の司会進行により物故会員に対する黙祷、加藤
幸一副会長の開会の辞を経て、来賓紹介を行っ
た。今大会の来賓は、反町敦群馬県副知事（知
事代理）、富岡賢治高崎市長、井部俊一関税政会
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長、小林馨群馬県連会長、岩澤安国群税協理事長、
八木義明国保組合群馬県連理事長そして、山本
一太参議院議員の臨席を賜った。そして狩野要
一会長のあいさつの後、議長を選出し、栁田廣隆
顧問、手島保相談役が議長に選任され、両議長
の議事進行により第１号議案から第６号議案すべ
ての議案が賛成多数により可決承認された。

その後、来賓の方々から祝辞を頂戴し、祝電
披露を経て佐藤昌義副会長の閉会の辞をもって
第47回定期大会は無事終了した。

また、当日は大変忙しい時間の中、定期大会
開催時間前ではあったが、尾身朝子衆議院議員
に定期大会会場に立ち寄っていただきあいさつ
をいただいた。

２．定期大会懇親会
定期大会終了後の懇親会では狩野会長のあい
さつの後、出席いただいた井野俊郎衆議院議員、
石関貴史前衆議院議員からあいさつを賜った。
懇親会では、来賓の方々と群税政代議員、後援
会役員との間で積極的な意見交換が行われ、親
睦を深めることができた。

３．後援会活動
６月20日、東京プリンスホテル（港区）にお
いて「小渕優子君を励ます会」が開催され、狩
野群税政会長、税理士による小渕優子後援会役
員、群税政役員をはじめ群馬県から多数参加し、

また関税政から渡邉輝男幹事長にも参加いただ
いた。限られた時間ではあったが、小渕代議士
と交流を深めることができた。

井野俊郎衆議院議員

石関貴史前衆議院議員

小渕優子衆議院議員

埼玉県税理士政治連盟

　　　　　　　　　　幹事長
秋　山　典　久

埼玉県税理士政治連盟第53回定期大会の報告
埼玉県税理士政治連盟は、６月13日午後１時
からザ・キャピトルホテル東急（千代田区）に
おいて第53回定期大会を開催した。

反町敦
群馬県副知事

富岡賢治
高崎市長

小林群馬県連会長

山本一太
参議院議員 

狩野群税政会長尾身朝子
衆議院議員
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開会に際して大石敬会長から次のとおりあい
さつがあった。

会場の様子

「日ごろは税政連活動にご協力を賜り厚く御
礼申し上げます。また、本日は第53回埼税政定
期大会ということで、来賓、代議員の皆さま方、
お忙しいところご出席いただきまして誠にあり
がとうございます。
今年は、２年に１回の国会議事堂近くのザ・
キャピトルホテル東急での開催です。
『ザ・キャピトル』という言葉は英語で国会
議事堂という意味ですが、このホテルの向こう
側には衆議院の第一議員会館、第二議員会館、
参議院の議員会館と議員会館が３つあり、さら
にその先に国会議事堂があります。国会議事堂
にも本館、別館、分館とあり、また首相官邸等
もあります。ここ永田町は政治の中心地です。
私は大体年間で100回以上はこの近辺に来てお
り、私が『会館に行く』というのは税理士会の
会館ではなく議員会館に行くということです。
本日は、慎重なるご審議をいただければありが
たく思っております。」　

大石敬会長あいさつ

会長あいさつの後、議長を選任し議事内容に
ついて審議が行われた。

議長選任
議案として第１号議案から第６号議案まで慎
重な審議がされすべての議案が原案どおりに承
認可決された。
閉会にあたり、秋山幹事長から昨年の埼玉県
税理士政治連盟への寄付についてお礼を述べる
とともに、会議に際しての旅費規程を大幅に引き
下げたことで、約100万円の繰越金を計上するこ
とができたこと、また、30年度予算の会費収入
の計上方法を、昨年度までは埼玉県の税理士会
個人会員数により計上する方法としていたもの
を、より実態を反映する29年度以前５年間の税
政連会員数の実績をもとに計上する方法に変更
したことを報告し、午後２時過ぎに閉会した。

審議の様子

新潟県税理士政治連盟

　　　　　　　　　　幹事長
古　川　和　夫

１．第51回定期大会を開催
新潟県税理士政治連盟は、７月20日午後１時
からホテルニューオータニ長岡（長岡市）にお
いて第51回定期大会を開催した。
当日は県下各地から代議員81人中79人（委任
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状出席17人）が出席した。議長に水島敏顧問を
選出し、第１号議案から第６号議案までいずれ
も賛成多数で可決承認された。

高橋潔会長あいさつ

午後５時30分からの懇親会は、今年も県連と
の共催により行われた。懇親会には、多数の国
会議員が出席予定であったが、当日は延長国会
の事実上最終日にあたり、内閣不信任案が提出
されたため、議員本人の出席がかなわず全員代
理出席となってしまった。

採決の様子

２．「税理士による塚田一郎後援会」設立
５月19日、新潟グランドホテル（新潟市）に
おいて自民党塚田一郎参議院議員の後援会設立
総会が開催された。会員118人で組織され、多
くの会員が出席した。
設立総会後、塚田議員は「平成19年の初当選
以来、日本の経済再生とふるさと新潟の発展の
ために奔走し、参議院財政金融委員長など国政
で活動してきました。これからも国政の場で懸
命に働いてまいりますので、皆さまの深く幅広
い知見をご提供いただきたい」とあいさつし、
会員と懇親を深めた。
会長には五十嵐秀夫会員（新潟支局）、幹事
長には土田隆会員（同支局）が就任した。

塚田一郎後援会設立総会

長野県税理士政治連盟

　　　　　　　　　　幹事長
横　沢　　　正

第43回定期大会

大会風景

長野県税理士政治連盟は、酷暑の中、７月23
日午後１時から、　上田東急ＲＥＩホテル（上
田市）において第43回定期大会を、関税政・井
部俊一会長、髙野善生副会長並びに若林健太前
参議院議員をはじめとした来賓を招いて盛大に
開催することができた。

井部関税政会長あいさつ
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百瀬征男会長あいさつ

成澤優一朗副会長あいさつ

若林健太前参議院議員祝辞

羽田雄一郎参議院議員
懇親会あいさつ

後藤茂之衆議院議員
懇親会あいさつ

議長に星野直信相談役を選出し、議事は第１号
から第６号まですべての議案が可決確定された。
同日行われた県連との合同祝賀では、後藤茂之
衆議院議員、羽田雄一郎参議院議員が出席され、
あいさつをいただいた。また、代理出席の秘書の
方々の紹介もあった。当日は多数の来賓にご臨席
いただき、和やかに懇親を深めることができた。

後援会活動支援等
４月20日　税理士による吉田博美後援会　政策

担当秘書制度に関する陳情
　　　　　（参議院議員会館）
　　　　　第１回幹事会
　　　　　（松本東急ＲＥＩホテル　松本市）
　　　　　大会代議員の選出基準、顧問相談役

推戴、定期大会議案審議
５月７日　税理士による後藤茂之後援会　日税

政広報委員会会報インタビュ－
　　　　　（衆議院第一議員会館）
５月10日　第１回正副会長・正副幹事長合同会議
　　　　　（県税理士会館会議室　松本市）
　　　　　今年度の運動方針及び定期大会議案

等審議
５月11日　税理士による吉田博美後援会　政策

担当秘書制度に対する見直しについ
て（参議院自民党幹事長室）

５月24日　監査会（県税理士会館会議室　松本市）
５月26日　第48回自由民主党長野県連大会
　　　　　（諏訪市文化センタ－　諏訪市）　
６月１日　第２回正副会長・正副幹事長合同会議
　　　　　（県税理士会館会議室　松本市）
　　　　　定期大会進行について
６月11日　財務委員会（百瀬会計　松本市）
６月15日　第２回幹事会
　　　　　（県税理士会館会議室　松本市）
　　　　　定期大会議案審議
７月２日　財務委員会（百瀬会計　松本市）
７月21日　税理士による後藤茂之後援会
　　　　　（秋月本店　諏訪市）
　　　　　国政報告
７月23日　第３回正副会長・正副幹事長合同会議
　　　　　（上田東急ＲＥＩホテル　上田市）
　　　　　定期大会進行について

税理士による国会議員後援会名簿（新設）
国会議員名 選　挙　区 政党名 後援会会長名 後援会幹事長名 設立年月日

塚　田　一　郎 参・新潟県 自民党 五十嵐　秀夫 土田　　隆 Ｈ 30. ５.19

鷲　尾　英一郎 衆・新潟県２区 無所属 田　中　　操 相田　　哲 Ｈ 30. ８.25

•••••••••••••••••••••••••
※敬称略
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